







だ。以下は 2015 年度の研究会開催報告（表１）と報告要旨である。 
 
表１ 
No. 項目 内容 




講師（所属） 高川 泉 （日本銀行調査統計局） 荒川 章義(本学経済学部教授) 
参加人数 10 人 
２ 開催日     2015 年   9 月   30 日 
タイトル 
A short history of the notion of national wealth from the 
Mercantilist period to Physiocracy and Smith. 
講師（所属） Gianni Vaggi 教授 (パヴィア大学:イタリア) 
参加人数 12 人 







参加人数 6 人 




講師（所属） 羽方 康恵(学芸大学）、佐藤 有史（本学経済学部教授） 
参加人数 5 人 
 
■第１回研究会 
・開催日  6 月 24 日（水） 
・会場  12 号館 4 階・共同研究室 
・報告者とタイトル：高川泉「日本銀行作成の企業間取引の物価指数について」 






















指数を CSPI→ SPPIへ、国内企業物価指数を DCGPI→ PPIへと変更）である。その結果、



























































“A short history of the notion of national wealth from the Mercantilist 
period to Physiocracy and Smith”
報告：Gianni Vaggi（パヴィア大学 :イタリア）
“A short history of the notion of national wealth from the Mercantilist period to 
Physiocracy and Smith”
報告要旨
（当日資料として配布された、Gianni Vaggi, “The Theory of Wealth, the Ancien Regime and 
the Physiocratic Experiment” の abstractによる。）
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The nature and causes of the wealth of nations was the main issue investigated by all the 
major economists of the seventeenth and eighteenth centuries.  During those two centuries 
the theory of wealth underwent a major changes, from the Mercantilist view to Smith’s 
analysis.  This repot highlights some of the episodes which led to this modification, without any 
pretention of exhausting the complexity and vastness of the economic literature from Mun to 
Smith.
Wealth theory is not isolated from other aspect of economic analysis; in particular it is strictly 
related to value and distribution theories.  These are tiles of the mosaic by which authors 
describe the way to increase wealth and prosperity.  Some of the changes in the analytical 
relationships between the theories of wealth, value and .distribution are shown in this report.
Part 1 investigates the Mercantilist literature of the seventeenth century, and part 2 explores 
the contribution of Petty, Boisguillebert and Cantillon.  Part 3 examines the inadequacies of the 
Physiocratic theory of wealth at the sunset of the ancient regime.  It also highlights some of the 














































































引き下げられてきた。1987年から 2015年の間に、基本税率は 42％から 23.5％まで引き下
げられた。こうした背景の中で、法人税の所得弾力性は、低下してきている（吉野・羽方
（2007））。税の所得弾力性の値は、将来の税収の予測、構造赤字の推計および自動安定化
装置の尺度として様々な分析において重要な役割を果たす。従来、法人税は国税の中で最
も景気に振れる税目であると認識されてきた。本報告で検討する税収伸張性は、より広い
概念である。その尺度として、税の所得弾力性や平均税率、限界税率、そして本稿で考察
するインパルス反応関数があげられる。
法人税の税収伸張性の先行研究における問題点の 1つに、法人税の課税ベースの時期の
決定が困難であることが挙げられる。法人税は、企業の会計処理によって、当期の納税額
が当期の所得を課税ベースとして算出されるわけではなく、どの時期の法人利潤が、課税
ベースとなるか一意に定めることが難しい。これまで単純に当期の税収を当期の所得を回
帰する方法のほかに、当期の税収を 1期前や 2期前などの過去の所得に回帰するなどが試
行されてきた。しかし、これは結局は、解決できない問題であるとされる（石〔1976〕）。
この報告は、Sims（1980）以降の動学時系列分析の手法であるベクトル自己回帰モデ
ル VAR（vector autoregression）を用いて、税の増減が、GDPへ波及して、さらに税の増
減へと伝播するプロセスを明確に分析に取り込み、また、ラグ次数の決定も統計的手法に
より決定することで、上述の点を改善し、法人税の税収伸張性を推計することを目的とす
る。推計の結果、たとえ静学分析の構造方程式で所得弾力性の値が低く推計されても、内
生変数間の時間の経過を通じる変化の過程で、法人税の所得一単位の変化に対する反応は、
他の税目より大きいことが明らかとなる。これは静学分析が中心であった従来の研究では
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分析がなされてこなかった点であり、この発見は有意義と思われる。今後の課題として、
動学分析で税収伸張性が高いことは、果たして法人税の自動安定化装置としての機能が高
いことを意味するのか、民間投資の反応や内部留保との関係も取り込み、分析を進めてい
きたい。
報告：佐藤有史（立教大学経済学部）「トマス・ロバート・マルサス経済論文集翻訳の一コマ」
報告要旨
経済学のアカデミックなジャーナルは 19世紀末になって初めて登場したものであり、
19世紀初頭においてそうした位置を占めていたのは『エデンバラ・レヴュー』（1802–1914）、
『クォータリー・レヴュー』（1809-1962）といったいわゆる書評雑誌であった。マルサス
は生涯に 7本の書評論文の形をとった経済論文を両誌に寄稿したが、そのうち最初の 5本
が『エディンバラ』、最後の 2本が『クォータリー』に掲載された。『エディンバラ』は、
野党ウィッグ党の代弁機関誌、『クォータリー』は与党トーリー党の代弁機関誌と目され
ていただけに、こうした寄稿誌の 180度転換は経済思想史研究において若干の関心を引い
てきた。
これまでの研究では、主にマルサスの側の動機に焦点が当てられてきた。すなわち、マ
ルサスは元来、ウィッグであったので『エディンバラ』に原稿を頼まれたのも寄稿したの
もともに自然であったが、しかし穀物法論争における彼の保護貿易主義擁護を機に自由主
義的な『エディンバラ』とのあいだに亀裂が入り、さらに 1817年頃から『エディンバラ』
の経済誌面において支配的権力を行使し始めた J.R.マカロックにより同誌から決定的に排
除されたので、仕方なく『クォータリー』の誌面に執筆機会を求めるよりほかなかった、
と。こうした従来型の研究にはさらに、『クォータリー』の誌上で経済論説を展開してい
た R.サウジーらの保守主義者たちがマルサスと自分たちとのあいだの意外な反リカード
ウ的類似性に気づき、ゆえに受け入れたのだという主張によって補完されてきた。
さて、こうした従来の研究は、仮にマカロックによる排斥運動によってマルサスが『エ
ディンバラ』を去ることになったということに少なからぬ真理があったとしても（ただし
マルサスは 1821年まで『エディンバラ』に書評を載せた）、『クォータリー』の側でマル
サスを受け入れようとした動機については、不問に付したり、誤解したりしてきたのであ
る。2000年代に入ってからの J.カットモアや B.ヒルトンらによる新たな『クォータリー』
研究によって、同誌が、リベラル・トーリーの領袖 G.カニングの旗艦誌たることを目的
として 1809年に創刊された意味が掘り下げられてきた。そしてまさにその同年に決闘を
行なったかどでカニングが政治の中枢から退いて以来、サウジーらに代表される伝統的ト
ーリーとリベラル・トーリーとの間で揺れていた『クォータリー』は、1822年にカニン
グが政権の中枢に復帰してのち、誌上に E.コプルストンならびにマルサスを登場させる
ことによって、自らを「リベラル・トーリー」路線へと切り替えたのだと主張することが
できたのだ。
他方、マルサスの側の動機にもなお語られねばならないことがある。マルサスは『クォ
ータリー』第 2論文（1824）ならびに『人口論』第 6版（1826）において、明らかにカニ
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ングならびにカニング派の面々を指す言葉（「わが政府の改善された見方」「わが国の大臣
たちがきわめて称賛に値する態度でより自由な通商政策制度の模範を示している時期」）
を用いながら、一見リカードウ的な「自由貿易」論へと態度を変えたようにも読める。だ
がこれはむしろ、マルサスがリベラル・トーリーと軌を一にしようとしたものと読むべき
かもしれない。
 担当：岩崎俊夫（本学経済学部教授）
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